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1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

Ⅵ-2-11-2-1-5「サイトバンカ建物（増設部）の耐震性についての計算書」の記載内容を

補足するための資料を以下に示す。 

 

 

 

別紙 1 地震応答解析における解析モデル及び手法 

別紙 2 地震応答解析における耐震壁のせん断スケルトン曲線の設定 

別紙 3 サイトバンカ建物（増築部）の地震応答解析結果 

別紙 4 地震応答解析における材料物性の不確かさに関する検討 

別紙 4－1 材料物性の不確かさを考慮した検討に用いる地震動の選定について 

別紙 4－2 材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果 

別紙 5 サイトバンカ建物（増築部）の損傷及び転倒に関する検討 

別紙 5－1 転倒に対する評価の適用性及び妥当性について 

今回提出範囲： 
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別紙 1 地震応答解析における解析モデル及び手法 
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別紙 1-1 

1. 概要 

本資料は，サイトバンカ建物（増築部）の地震応答解析モデル及び手法を示すものであ

る。 
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別紙 1-2 

2. 地震応答解析モデル及び手法 

サイトバンカ建物（増築部）の地震応答解析モデル及び手法を表 2－1 に示す。また，地

震応答解析モデルを図 2－1に示す。 
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別紙 1-3 

表 2－1 地震応答解析モデル及び手法 

項目 内容 既工認＊ 今回工認 備考 

入力地震動の算定法 － 
基礎下端に直接入力 

－ 

解析コード － ＮＵＰＰ４ － 

建物の 

モデル化 

モデル － ・水平：多軸床剛多質点系モデル ① 

材料 

物性 
－ 

RC規準に基づき設定 

・コンクリートのヤング係数，ポアソ

ン比 

Ｅ＝2.25×104 N/mm2 

ν＝0.2 

② 

剛性 

評価 
－ 

耐震壁を考慮 
－ 

減衰 

定数 
－ 

・水平方向：RC：5％ 
－ 

非線形特性 耐震壁 － ・水平方向：考慮 ③，④ 

注：既工認時は，地震応答解析を実施しておらず，静的地震力を考慮 

注記＊：島根原子力発電所第１号機『工事計画認可申請書 Ⅳ添付書類 資料 2－2「建物の

耐震性についての計算書」（平成 11・04・12資第 24号平成 11年 4月 26日認可）』 

 

【具体的な反映事項】（表の備考欄に対応） 

① サイトバンカ建物（増築部）は建物基礎下端（EL 7.3m）を固定とする。 

② コンクリートのヤング係数及びポアソン比は，「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説

－許容応力度設計法－」（（社）日本建築学会，1999改定）に基づく。 

③ 「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」（（社）日本電気協

会）に基づく。 

④ 耐震壁の非線形特性の設定については別紙 2「地震応答解析における耐震壁のせん断ス

ケルトン曲線の設定」に示す。 
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別紙 1-4 

 

 

図 2－1(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 
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別紙 1-5 

 

 

図 2－1(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向）  
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別紙 1-6 

2.1 サイトバンカ建物（増築部）の基礎構造とモデル化について 

サイトバンカ建物（増築部）の基礎は，厚さ 1.5m のべた基礎で，岩盤に直接設置して

いる。サイトバンカ建物（増築部）の概略断面図を図 2－2 に，サイトバンカ建物とサイ

トバンカ建物（増築部）のクリアランスを図 2－3 に，サイトバンカ建物（増築部）周辺

の地質断面図を図 2－4に示す。 

サイトバンカ建物（増築部）は，原子炉建物等に比べて建物規模が小さく重量が軽量

であること，支持地盤が硬質岩盤で剛性の高い地盤であることを考慮し，地震応答解析

モデルとしては基礎固定モデルを採用した。 
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別紙 1-7 

 

図 2－2(1) サイトバンカ建物（増築部）の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 

 

 

図 2－2(2) サイトバンカ建物（増築部）の概略断面図（Ｂ－Ｂ断面，ＥＷ方向）  
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別紙 1-8 

 

 

図 2－3 サイトバンカ建物とサイトバンカ建物（増築部）のクリアランス 

（ＥＷ方向） 
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別紙 1-9 

 
(a) 地質断面図位置 

 

 

 

 

岩級区分 

 

 

 

岩相区分 

(b) ①－①’断面 

図 2－4(1) サイトバンカ建物（増築部）の地質断面図  
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別紙 1-10 
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岩相区分 

(c) ②－②’断面 

図 2－4(2) サイトバンカ建物（増築部）の地質断面図 
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別紙 5 サイトバンカ建物（増築部）の損傷及び転倒に 

関する検討 
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別紙 5-1 

1. 概要 

サイトバンカ建物（増築部）については雑個体廃棄物処理設備を収容する施設であり，

上位クラス施設である防波壁に近接していることから，地震による建物の損傷及び転倒に

対する波及的影響を評価する。 

本資料は，サイトバンカ建物（増築部）が基準地震動Ｓｓに対して損傷及び転倒しない

ことを確認し，防波壁に波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

図 1－1にサイトバンカ建物（増築部）と防波壁の位置関係を示した建物配置図を示す。 

PN

サイトバンカ建物
防波壁 サイトバンカ建物

（増築部）

1m以上

 

図 1－1 建物配置図 

  

17



 

別紙 5-2 

2. 評価方針 

サイトバンカ建物（増築部）の波及的影響評価は，建物形状及び防波壁との位置関係を

踏まえ，損傷及び転倒に対する評価を行う。また，上記評価においては，材料物性の不確

かさを考慮する。 

 

2.1 損傷に対する評価 

基礎固定モデルを用いた地震応答解析により建物上部構造が損傷しないことを確認す

る。具体的には耐震壁の最大応答せん断ひずみが構造物全体としての構造強度の確認の

ための許容限界である 4.0×10-3を超えないことを確認する。 

 

2.2 転倒に対する評価 

「ABWR Design Control Document/Tier2 1997.3 GE Nuclear Energy」及び「ESBWR 

Design Control Document/Tier2 2014.4 GE Hitachi Nuclear Energy」を参考に，地震

時の応答に伴うエネルギ収支の観点から建物が転倒により防波壁に衝突しないことを確

認する。具体的には図 2－1 に示す状態(ⅰ)及び状態(ⅱ)を想定し，状態(ⅰ)の運動エネ

ルギ＜状態(ⅱ)の位置エネルギとなることを確認する。なお，評価は短辺方向のＥＷ方

向に対して行う。 

許容限界は，建物が転倒により防波壁に衝突しないことであり，転倒に対する評価に

エネルギ収支を用いることが物理的に明快であること，また，1 次モード（全質点が同

一方向に動く）で変形を評価しており評価として保守的であることを踏まえ，本評価手

法を採用することとする。なお，本手法の適用性及び妥当性については別紙 5－1「転倒

に対する評価の適用性及び妥当性について」に示す。 

 

状態(ⅰ)の運動エネルギ：建物直立時の初速として保守的に基準地震動Ｓｓの速度

応答スペクトルの最大値を入力した運動エネルギ 

状態(ⅱ)の位置エネルギ：建物が防波壁に衝突する角度（17.4°）に到達するのに

必要な位置エネルギ（建物が防波壁に衝突する位置まで

建物重心が上昇する） 

 

図 2－1 サイトバンカ建物（増築部）の転倒に対する評価の概念図  

 

状態 

状態(ⅱ) 

建物が防波壁に衝突する角度（17.4°） 
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別紙 5-3 

状態(ⅰ)及び状態(ⅱ)のエネルギは以下のとおり算定する。基準地震動Ｓｓの速度応

答スペクトルを図 2－2に示す。 

 

状態(ⅰ)の運動エネルギ（J） ：   2
ｍａｘ

1
ｍ Ｖ

2
 

状態(ⅱ)の位置エネルギ（J） ：  gｍ ΔＨ 

 

ここで， 

  ｍ ：建物の質量（kg） 

  Ｖｍａｘ ：基準地震動Ｓｓの速度応答スペクトルの最大値（170（cm/s）） 

  g ：重力加速度（m/s2） 

  ΔＨ ：防波壁に衝突する位置まで建物重心が上昇する高さ（1.124（m）） 

 

 

 

図2－2 基準地震動Ｓｓの速度応答スペクトル  
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別紙 5-4 

3. 評価結果 

サイトバンカ建物（増築部）の損傷及び転倒に対する評価結果を示す。 

 

3.1 損傷に対する評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析から算定した建物の最大応答せん断ひずみを表

3－1に示す。建物の最大応答せん断ひずみが 4.0×10-3以下となることから，建物が損傷

しないことを確認した。 

 

表 3－1 建物の最大応答せん断ひずみ 

（単位：×10-3）     

方向 
最大応答 

せん断ひずみ 
許容限界 

ＮＳ 
0.52 

(Ｓｓ－Ｄ，ケース１) 
4.0 

ＥＷ 
0.64 

(Ｓｓ－Ｄ，ケース１) 
4.0 

注：（ ）内は応答が最大となる地震動及びケースを示す。 

 

 

3.2 転倒に対する評価結果 

状態(ⅰ)及び状態(ⅱ)におけるエネルギの比較を表 3－2 に示す。地震時の応答に伴う

エネルギ収支の観点から検討した結果，状態(ⅰ)における運動エネルギが状態(ⅱ)にお

ける位置エネルギより小さくなることから，建物が転倒により防波壁に衝突しないこと

を確認した。 

 

表 3－2 状態(ⅰ)及び状態(ⅱ)におけるエネルギの比較 

（単位：×107（J）） 

方向 
状態(ⅰ)の 
運動エネルギ 

状態(ⅱ)の 

位置エネルギ  

ＥＷ 0.825 6.30 
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別紙 5-5 

4. まとめ 

サイトバンカ建物（増築部）が基準地震動Ｓｓに対して損傷及び転倒しないことを確認

し，防波壁に波及的影響を及ぼさないことを確認した。 
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別紙 5-1-1 

1. 概要 

サイトバンカ建物（増築部）の転倒に対する評価については，「ABWR Design Control 

Document/Tier2 1997.3 GE Nuclear Energy」（以下「ABWR DCD」という。）及び「ESBWR 

Design Control Document/Tier2 2014.4 GE Hitachi Nuclear Energy」（以下「ESBWR DCD」

という。）を参考に，地震時の応答に伴うエネルギ収支の観点から建物が転倒により防波壁

に衝突しないことを確認している。 

本資料は，エネルギ収支による転倒に対する評価の適用性及び妥当性，並びに付着力を

考慮した浮上り及び地盤の支持性能について説明するものである。 
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別紙 5-1-2 

2. エネルギ収支による転倒に対する評価の適用性及び妥当性について 

「ABWR DCD」及び「ESBWR DCD」ではエネルギ収支による転倒に関して同じ評価手法が示

されている。以下，サイトバンカ建物（増築部）の転倒に対する評価に本手法を適用する

ことの適用性及び妥当性を示す。 

 

2.1 支持地盤に対する適用性の確認 

「ESBWR DCD」の標準設計における地盤条件を図 2－1 に示す。ここでは，中程度の硬

さの地盤をＶｓ＝800m/s，硬岩地盤をＶｓ＝1700m/sと設定して検討している。 

また，「ESBWR DCD」の North Anna Site における地盤条件を図 2－2 に示す。North 

Anna Site の RB/FB Complex において，せん断波速度Ｖｓ=1297～1946m/s の範囲で適用

されている。 

サイトバンカ建物（増築部）の支持地盤のせん断波速度はＶｓ=1600m/s であり，支持

地盤の観点では，「ESBWR DCD」の適用範囲内であること及び適用実績もあることから，

「ESBWR DCD」におけるエネルギ収支による転倒に対する評価の適用性を確認した。 

 

 

図 2－1 標準設計における地盤条件（「ESBWR DCD」より抜粋，一部加筆） 
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別紙 5-1-3 

 

図 2－2 North Anna Site における地盤条件（「ESBWR DCD」Appendixより抜粋，一部加筆） 

 

2.2 ロッキング応答に対する確認 

「ABWR DCD」のエネルギ収支による転倒に対する評価方法を図 2－3に示す。「ABWR DCD」

では，転倒評価における建物についてはロッキング周期が長いことから，建物は剛体と

みなして評価してよいとしている。 

なお，表 2－1 にサイトバンカ建物（増築部）の地震応答解析モデルの固有値を示して

おり，ロッキング周期に比べて短周期において一次固有周期が卓越していることを確認

している。 

以上より，サイトバンカ建物を剛体とみなしてエネルギ収支による転倒に対する評価

を行うことの妥当性を確認した。 

 

表 2－1 サイトバンカ建物（増築部）の固有値（ＥＷ方向） 

次数 
固有周期 

(s) 

固有振動数 

(Hz) 
刺激係数＊ 備考 

1 0.168  5.96 1.316 建物 1次 

2 0.053 19.03 0.511  
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別紙 5-1-4 

 

図2－3 エネルギ収支による転倒に対する評価方法（「ABWR DCD」より抜粋，一部加筆） 
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別紙 5-1-5 

2.3 浮上りに対する安全裕度の確認 

表 2－2 に示すとおり，建物重心の最大浮上り高さは 0.147m と小さく，防波壁衝突時

の建物重心の浮上り高さに対する検定値は 0.14 と十分な安全裕度が確保されていること

を確認した。また，運動エネルギの算定に用いる速度は保守的に速度応答スペクトルの

最大値としている。 

なお，建物自体の健全性は，Ⅵ-2-11-2-1-5「サイトバンカ建物（増築部）の耐震性に

ついての計算書」において，基礎固定の地震応答解析により，許容限界に対して十分な

安全裕度を有していることを確認している。 

 

表 2－2 重心の浮上り高さの比較 

（単位：m） 

方向 
建物重心の 

最大浮上り高さ 

防波壁衝突時の 

建物重心の 

浮上り高さ  

検定値 

ＥＷ 0.147 1.124 0.14 
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別紙 5-1-6 

3. 付着力を考慮した浮上り及び地盤の支持性能の確認について 

エネルギ収支による転倒に対する評価においては，建物が浮き上がり，地盤の接地面積

が小さくなることを前提としている。 

ここでは，地盤の支持性能の確認を目的として，サイトバンカ建物（増築部）の基準地

震動Ｓｓに対する地震応答解析において，付着力を考慮した場合の建物の浮上り及び地盤

の支持性能に関する検討を行う。本検討は実機に近い状態での挙動を確認するため，付着

力を考慮することとし，考慮する付着力は付着力試験結果における付着力の小さい黒色頁

岩の平均値（0.81N/mm2）とした。なお，サイトバンカ建物（増築部）の接地地盤における

岩種は凝灰岩（平均値（1.15N/mm2））が支配的であり，十分な保守性を考慮した設定とな

っている。 

 

3.1 付着力を考慮した浮上りの検討 

サイトバンカ建物（増築部）の地震応答解析結果において，転倒モーメントに対して

基礎浮上りが発生しないために必要な付着力の算定結果を表 3－1 に示す。必要付着力の

最大値は 0.607N/mm2（Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向，ケース 2）となり，黒色頁岩の平均付着力

の 0.81N/mm2を下回ることから基礎浮上りが発生しないことを確認した。 

なお，サイトバンカ建物（増築部）は基礎スラブ厚が 1.5m と比較的厚い構造となって

おり，基礎スラブの耐震性に与える影響が大きい基礎浮上りが発生しないことから，基

礎スラブ及び建物の損傷は発生しないと判断出来る。 

 

表 3－1 必要付着力 

検討ケース σat
＊ 

（N/mm2） 

Ｓｓ－Ｄ，ケース 2 0.607 

 

3.2 地盤の支持性能の検討 

3.1 において基礎浮上りが発生しないことを確認したことから，Ｓｓ地震時の最大接

地圧が，地盤の許容限界を超えないことを確認する。材料物性の不確かさを考慮した地

震時の最大接地圧が 0.955×103kN/m2（Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向，ケース 2）であり，岩盤の

極限支持力度（9.8×103kN/m2）を超えないことから，地盤の支持性能に問題がないこと

を確認した。 

Ｓｓ地震時の最大接地圧を表 3－2に示す。 

 

表 3－2 Ｓｓ地震時の最大接地圧 

検討ケース 
ＥＷ方向 

Ｓｓ－Ｄ，ケース 2 

転倒モーメント 

Ｍ（×105kN・m） 
4.32 

最大接地圧 

（×103kN/m2） 
0.955 
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別紙 5-1-7 

4. まとめ 

転倒に対する評価では，「支持地盤に対する適用性の確認」及び「建物のロッキング応答

に対する確認」を踏まえ，「ABWR Design Control Document/Tier2 1997.3 GE Nuclear 

Energy」及び「ESBWR Design Control Document/Tier2 2014.4 GE Hitachi Nuclear 

Energy」を参考に，エネルギ収支による転倒に対する評価により，上位クラス施設である

防波壁に衝突しないことを確認した。 

「浮上りに対する安全裕度の確認」において，エネルギ収支による転倒に対する評価に

おける建物重心の最大浮上り高さは0.147mと小さく，検定値は0.14と十分な安全裕度が確

保されていることを確認した。なお，本手法は建物の浮上りに伴うロッキング応答が卓越

することを前提とした手法であることから，建物内に上位クラス設備を設置していない下

位クラス施設による波及的影響の検討であることを踏まえて適用した。 

また，「付着力を考慮した浮上りの検討」及び「地盤の支持性能の検討」において，実機

に近い条件として，付着力（黒色頁岩の平均値（0.81N/mm2））を考慮した検討を行い，基

礎浮上りが発生しないこと及び最大接地圧が岩盤の極限支持力度を超えないことを確認

し，上位クラス施設である防波壁に衝突しないことを確認した。 
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